
66 中国経済と日本企業2023年白書

長体は96％まで

第
２
部   

共
通
課
題
・
建
議

現状の概要
中国知的財産権の現状は、知的財産権強国へ向けて着実

に歩んでいる状況であると言える。

政策面について、2020年10月の第19期中共中央政治局第
25回集団学習会での「イノベーションは発展を導く第一の原
動力であり、知的財産権を保護することはすなわちイノベー
ションを保護することそのものである。」という談話、2021年
9月の「知的財産権強国建設綱要（2021～2035年）」、2021
年10月の「第14次5カ年規画（十四五）期間における国家知的
財産権保護と運用計画」、2022年1月の「専利および商標の
審査に関する第14次5カ年規画」等に基づいて、知的財産権
の創造、活用、保護、管理とサービスレベルの全面的な向上
が図られているところである。

知的財産権に関する主要な統計数字について、中国におけ
る特許出願件数は159万件(*)、権利存続中の特許件数は421
万件、PCT出願件数は7万件、商標出願件数は752万件、権利
存続中の商標件数は4,267万件であり、いずれも世界一位と
なっている。「第14次5カ年規画（十四五）期間における国家
知的財産権保護と運用計画」における主要な定量目標であ
る人口1万人当たりの高価値発明専利の保有件数、知的財産
権担保融資の登記額、知的財産権使用費用の年間輸出入総
額、専利集約型産業の付加価値のGDPに占める割合、知的
財産権保護に対する社会満足度については、それぞれ、9.4
件（12件）、4,869億元（3,200億元）、3,887億元（3,500億
元）、12％(*)（13％）、81.25分（82分）となっている（括弧内
の値は2025年目標値）。また、WIPOが公表しているグローバ
ルイノベーションインデックスについては、年々上昇し、11位
となっている。（本段落において、数値は、(*)が2021年、それ
以外が2022年）

法制面について、2021年6月の専利法施行、2022年5月の
ハーグ協定加盟、2022年8月の独占禁止法改正施行、2023
年1月の商標法改正意見募集といった知的財産権関連法律・
条約の改正・加盟に加え、2020年11月の専利法実施細則の
意見募集、2020年10月・2021年8月・2022年10月の専利審
査指南の意見募集、2022年1月の商標審査審理指南の施行、
2022年6月の知財権濫用による競争排除・制限行為の禁止に
関する規定の意見募集といった下位法令等に関する整備が
進んでいるところである。

知的財産権の権利化について、2022年1月の「専利および
商標の審査に関する第14次五カ年計画」等に基づき、出願件
数増に対しても着実な対応が行われており、2021年の特許審
査、商標審査の件数は、それぞれ、126.6万件、1,056.8万件と
なっている。非正常専利出願および悪意による商標の冒認出

願に対しては、国家知識産権局による「藍天行動」等の厳格
な対応がなされ、2021年には81.5万件の非正常出願および
48.2万件の悪意による商標の冒認出願に対する処理や2,105
社の代理機構への是正命令が実行された。

知的財産権の活用について、国家知識産権局や地方政府
による各種の活用促進施策が実施されており、知財証券につ
いては2022年4月現在で総額158億元の商品が発行され、専
利開放許諾については2022年5月の「専利開放許諾パイロッ
トプロジェクト作業方案」に基づき2022年末までに1,000以
上のライセンス成約が目標とされ、専利導航については2022
年9月の「国家レベルの専利導航プロジェクト支援サービス
機関の第1陣の決定に関する通知」に基づき26の同機関が決
定されている。（知的財産権担保融資については既述。）

模倣品への対応について、国家市場監督管理総局、国家知
識産権局、海関総署、公安部を中心にさまざまなキャンペー
ンが実施され、成果を上げている。例えば、国家市場監督管
理総局による「鉄拳行動」、税関総署による「龍騰行動」（全
面）、「藍網行動」（郵便）、「浄網行動」（輸出輸送貨物）、公
安部による「崑崙行動」が実施されている。2021年には、専
利権行政取締、商標権行政取締、公安取締、税関取締（ロッ
ト数）が、それぞれ、5万件、3.6万件、2.1万件、7.9万件となっ
ている。

司法分野について、法院による典型案例の公表等により、
継続的に訴訟判断の明確化が図られている。2022年には、
専利権、商標権の民事訴訟第一審受理案件数が、それぞれ、
3.9万件、11.2万件となっている。また、標準必須特許に関連
して、最高人民法院により禁訴令やグローバルライセンス料
率に係る判示がなされるなど、知的財産権のグルーバルガバ
ナンスの点で存在感が発揮されつつある。

以上のとおり、知的財産の保護強化に向けた取り組みに関
する中国政府の姿勢にぶれはなく、目標の実現に向けた歩み
は着実に進められているといえる。そのような状況を踏まえ、
今後の方向性としては、諸外国の知的財産制度・運用とのさら
なる調和を推し進め、内国企業・外国企業を問わずに企業間
で公平・公正に競争ができる環境を構築していくことが、日本
企業および中国企業のいずれにとっても好ましいと考えられ
る。その観点から以下の課題について建議する。

知的財産の保護の現状と課題
出願権利化プロセス

意匠制度
製品の外観が販売等の前に公表されないようにするため

第６章
知的財産権
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に、意匠公報の発行時期は柔軟に設定できることが望まれ
る。この点、中国の意匠制度においては、遅延審査制度が既
に導入され、また、2022年10月公表の専利審査指南改正草案
（再意見募集稿）では遅延期間が月単位で申請可能とされ、
かつ、遅延審査申請の取下が可能とされ、制度の柔軟化が図
られようとしていることを歓迎している。また、実体審査が採
用されておらず、粗悪権利の濫用が懸念される。さらに実体審
査を経た登録意匠を一定期間非公開にする秘密意匠制度は
導入されていない。また、2021年6月施行の専利法において、
意匠権の存続期間が延長された点は歓迎されるものの、依然
として、欧州や日本と比較し、存続期間が短い状況にある。

商標審査
改正後の中国商標法においても、外国で著名な商標の第三

者による出願を排除するためには、中国内での著名性を立証
しなければならない。これらの出願による商標は市場を混乱
させるとともに著名な商標権者の利益や中国での活動を不当
に阻害し、ひいては消費者利益も害する。これらの出願による
商標を排除するには、著名性を証明するため膨大な証拠資料
の提出が必要である。また、証拠資料によっては審査されずに
却下される場合があり、かつその審査に長期間を要しており、
出願人のみならず当局にとっても相当な負担である。また、著
名な漫画やアニメのタイトルや、他人の馳名（著名）商標等に
係る出願が散見されるが、現行の商標審査審理指南において
は、馳名（著名）商標の保護（商標法第13条）や他人の先行
権利の保護（同第32条）に関する条文が実体審査の対象外と
されており、正当な権利者にとっては、異議申立や無効審判請
求を行わなければならない負担がある。

商標審査における情報提供
特許審査の場合と異なり、商標審査においては第三者によ

る証拠資料の提出機会となる情報提供制度を有しておらず、
安定性が十分でない権利が付与される懸念がある。

商標審査の延期
異議申し立てや無効審判が係属している商標権であって

も、後願の商標出願を拒絶するための引用商標とされる場合
がある。現状、後願商標出願の審査は延期されることなく、当
該引例商標の存在を理由に拒絶されてしまう。このため先願
商標権の権利消滅後に再度の商標出願が必要となり、出願人
のみならず当局にとっても負担を強いることとなる。

専利権の冒認出願
他人の発明創造を第三者が不正に出願する冒認出願につい

て、専利法には直接の排除規定がなく、第三者に冒認出願を
された真の発明創造者に大きな訴訟の負担を強いることとな
る。これは冒認出願を有効に抑制する上で問題である。

特許請求の範囲および明細書の記載要件並びに補正
制限
2017年4月1日施行の専利審査指南では、ビジネスモデル発

明とコンピュータプログラム発明の審査基準が緩和され、登
録後特許文書の特許請求範囲の補正方式も緩和された。これ
らの点については当局の取り組みに感謝している。一方、特許
請求の範囲および明細書の記載要件は、いまだ諸外国に比べ

て厳しい審査基準により運用されており、その補正および訂正
についても同様である。特許請求の範囲および明細書の記載
についての過度に厳しい基準の要求や、その補正および訂正
についての過度な制限は、発明の適切な保護に欠けることに
なる。

専利審査
専利の審査は、出願件数の増加にもかかわらず審査期間

の短縮化・迅速化および審査の質向上・適格化が図られてお
り、特許の適正な保護の観点から好ましい傾向であると評価
している。また、現在試行延長中である日中特許審査ハイウェ
イ（日中PPH）については、審査の迅速化のみならず出願人の
負担軽減に大いに役立つものであり、試行およびその延長や
申請必要書類の簡素化等の当局の取り組みに感謝している。
一方、審査促進を図る制度として優先審査制度が設けられて
いるところ、中国企業と比べて外国企業が実質的に不利に扱
われる虞がある。例えば、優先審査は中国が初出願で外国出
願予定の発明等に対象が限定されており、一般的に中国以外
の国に初出願を行う外国企業はこの制度を十分には利用で
きないという問題がある。また、日中PPHについては、日本に
申請する場合と異なり出願公開等が条件となっていることか
ら、利便性に問題がある。そして、専利出願集中審査について
は、2019年9月3日に発表された「専利出願集中審査管理弁法
（試行）」により導入が進んでいる事は歓迎されるが、集中審
査請求の条件が厳しく制限され内容も不明確であるため、十
分な制度の活用ができない事が懸念される。

PCT出願の国際調査・国際予備審査
国家知識産権局が国際調査・国際予備審査において進歩

性を否定する見解を示す一方、各国の国内段階において進歩
性が認められるPCT出願が散見される。出願人が各国への国
内移行の判断を国際調査・国際予備審査で示される見解に基
づいて行うことが困難な状況にある。

知的財産に関する競争環境の現状と課題
さまざまな模倣行為

再犯行為
日系企業は模倣業者に対する摘発に積極的に協力している

が、模倣業者は処罰を回避するため、手法の多様化、複雑化
等さまざまな施策を講じている。一方で、模倣品摘発がなされ
ても、侵害行為に比して制裁が十分なされない、再犯行為の
定義が不明瞭、当局間の連携や情報共有の体制が不十分等、
複数の要因により、模倣行為を意図的に繰り返す再犯者に対
する十分な抑止効果が機能していない。

インターネットを介した模倣品販売

知的財産保護プログラムの整備
インターネットを悪用した模倣品販売について、ネットビジ

ネス量の増加により模倣品業者が急増し、1つのサイトで数千
にのぼる出品のうち相当数の模倣品が販売されているともい
われている。また、ECサイトによっては過去の販売数を表示す
る機能があるが、模倣品業者による偽造注文により見かけ上
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の販売数を増加させ、販売実績がある信頼性の高い業者と消
費者を誤認させる悪質な行為が行われている。各ECサイト運
営者は、知的財産保護プログラムの整備や統一化、権利者と
の積極的な情報交換等の自主的な取り組みを行っているが、
模倣品の多さに対応が追い付かない現実がある。また、ネット
上の取引においては相手方の顔が見えないため、名称を変え
れば容易に再犯がなされ、オフライン取引よりも模倣品業者
の特定が困難である。さらに、インターネット上で、外国企業
名の代理店または専用修理センター等の名称を勝手に使った
ウェブサイトが増えており、外国企業と正式に契約した企業で
あると消費者に誤認させる悪質な不正競争行為である。

当局も当該課題解決に向け、電子商取引事業者、電子商取
引プラットフォーム事業者およびプラットフォーム内の事業者
の負う義務および法的責任について規定した電子商取引法を
2019年1月1日に施行し、2021年8月には改正法案の意見募集
を行った。

模倣品の海外流出
実務において海関から権利者へ「確認知識産権侵害状況

通知書」が通知される際、海関のサービスにより被疑製品の
写真が添付される場合が多い。権利者にとって通知後3営業
日以内に各地の海関に対して真贋鑑定を実施できる人材を派
遣する、または、写真撮影等を行うスタッフを派遣し真贋鑑定
を実施できる人材へ写真等を送付し知識産権の保護措置の
要否を判断する体制を備えることは非常に困難である。その
ため、海関から被疑製品の写真が提供されることは権利者に
とって非常に助けになっている。一方、電子商取引（EC）の発
展に伴い中国で販売されている模倣品に対して海外からのア
クセスが容易になってきている。近年では特に小口郵便ルー
トの増加に伴い海関での模倣品の取り締まり件数が増加し、
海関および権利者双方の対応負荷が増加している。

知的財産の流通
技術輸出入管理条例においては、特定の技術領域につい

て、特許権の移転を含む技術移転が、禁止または制限されて
いる。2020年に輸出禁止技術および制限技術の目録が更新
されたところ、一部の制限技術（例えば、信号処理技術やド
ローン技術）について、その記載範囲が非常に広範なため、こ
の分野における中国での研究開発活動や特許権の移転等へ
の投資意欲を消極化させる懸念がある。2022年12月に技術
輸出禁止・制限目録の改定案が公開され、目録の明確化を検
討いただいている点を歓迎している。引き続き、合理的な目録
の明確化を期待する。

知的財産に関する紛争処理の公平化・合理化
専利権侵害に対する行政権限の適正化
2021年6月施行の専利法において、行政執行の拡大が図ら

れた（専利法第68～70条）。第13回全国人民代表大会第5回
会議(2022年3月)で「専利侵害事件、特に意匠侵害事件を調
査・処理する行政機関の権限を適切に拡大し、行政機関に自
主的に調査・処理し、差押・押収その他の執行権限を与える」
という提案あり(第6496号提案)。これに対し国家知識産権産

局は「当該提案について、専利法改正の過程で関連方案も提
出されたが、関連事項について合意されなかったため、最終
的には法改正内容に反映されていない。今後はこの提案とあ
わせてさらなる研究・実証を行う」と回答した(国知建提保書
[2022]14号)。足元はこのように関連主体で議論されている段
階である。

専利権の有効性判断や侵害判断は容易ではなく、所定の行
政手続や司法手続を経て、最終的に権利が無効と判断される
場合や権利非侵害と判断される場合も多い。ここで、専利侵害
についての判断については、当事者双方の主張を十分に勘案
し、専門的かつ客観的なプロセスを経て慎重に行なわれるべ
きである。また、当事者間に専利権の有効性や専利権侵害の
有無などに争いがある場合は、最終的な判断は司法に委ねら
れるべきであると考える。

したがって、専利権侵害において、専利権の有効性や専利
権侵害判断について当事者間に争いがある場合、専利行政部
門が司法判断を待たずに早急に取り締り（執行）を行うことは
問題であると考える。

知的財産権の濫用となる場合の基準明確化
2021年6月1日施行「専利法」第20条第1項では、専利権の

濫用について規定をしている。2022年には独占禁止法の改
正、市場監督管理総局による「知的財産権の濫用による競争
行為の排除、制限の禁止規定（案）」および「反不正競争法
（案）」、最高人民法院による「独占禁止分野における紛争解
決規定（案）」が発行されるなど、関連する規定の整備が進展
していることを歓迎している。その一方で、明確な規定と予見
可能性の高い運用を期待する声も多い。

司法機関・行政機関の期日・期限設定
知的財産紛争において、在外者や意思決定機関が中国外

にある当事者、意思決定が中国語以外の言語でなされる当事
者（以下、在外者等）は、地理的・言語的負担を強いられるこ
とになる。ここで、中国の行政・司法実務においては、当事者
の対応期日が期限・期日直前に設定されることが多々見受け
られる。このような場合、在外者等は、中国国内にあり中国語
で組織内の意思決定がなされる一般的な在内者に比べ、地理
的、言語的に著しく不平等な状況で、困難な対応を求められ
ることになる。このような在外者等の地理的・言語的な不平等
を救済するため、十分な期間をおいて期日・期限を設定する国
や、当事者からの申し立て等により期日・期限を調整可能とす
る国もある。中国の知的財産紛争においても、司法機関や行
政機関が期日・期間を設定する場合、在外者等に対して、負担
軽減の救済策が考慮されるべきと考える。

知的財産訴訟における技術調査
知的財産訴訟の専門性や重要性に鑑み、主要3都市（北京

市、上海市、広州市）および2021年12月に海南省自由貿易港
（海口市）へ知識産権法院が新設されると共に、多くの既存
法院において知識産権法廷が設置されてきている。これらの
法院や法廷の特徴の1つに、技術調査官制度の導入がある。
現在の知的財産訴訟、特に専利関連訴訟においては、技術の
高度化・複雑化の観点から、知的財産訴訟制度のユーザーた
る当事者の技術調査官制度に対する期待は高く、また技術調
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査官制度は近年良く利用されていると認識している。しかしな
がら、現在の状況では、技術調査官の関与の有無や、関与し
た内容、技術調査官の心証や意見については、当事者は十分
に把握することができない状況である。すなわち、技術的に高
度な理解が必要とされる知的財産訴訟案件（専利有効性判
断、専利侵害判断）においても、当事者は技術調査官が関与
しているかどうか把握できない。したがって、各当事者は明示
的には技術調査官に対する技術説明の機会を与えられておら
ず、技術調査官の見解を直接確認して意見を述べる機会も明
示的には与えられていない。また、技術調査官の意見は訴訟に
大きな影響を与えるが、当事者は技術調査官の選定に関して
関与する機会がない。

実用新案権および意匠権の行使
実用新案の出願・登録は近年急速に増加してきたが、実用

新案および意匠権は実体審査を経ないで登録されるため、無
効理由を有する権利の発生を防ぐことが困難である。このよう
な無効理由を有する権利は保護価値がないばかりでなく、権
利行使がなされた場合は、行使を受けた第三者に多大な損害
や負担を強いることとなり、さらに権利の濫用がなされた場合
は産業の発達も阻害される。

先使用権制度の運用
企業活動においては、営業秘密として保護するため、または

権利化には及ばないとして、研究開発成果の専利出願を行わ
ない場合がある。しかしながら、情報漏洩等により後発的に
第三者が同じ内容を専利出願し権利化される場合があり、こ
のような場合に公平性の観点から認められるのが先使用権で
ある。しかしながら、中国の先使用権は、発明ではなく実施製
品についてのみ、使用を証明できた時点の製造能力の範囲内
でのみ認められるにすぎない。同じ発明を利用した改良製品
やその後に拡大した製造範囲は先使用権が認められず、公平
性の観点から先使用者の保護に欠ける場合がある。

判決の執行
訴訟により、知的財産権侵害が認められた判決を得られて

も、その履行が十分にはなされない執行難問題がある。強制
執行制度はあるが、被執行人が執行通知を拒絶した場合や、
財産を隠匿するおそれがある場合等に限られている。また、最
高人民法院は、2013年7月に「信用喪失被執行者の名簿情報
の公表に関する最高人民法院の若干規定」を公布し、判決不
履行者の社会的制裁を行うとし、また、2016年4月に「『2、3
年間で執行難の問題を基本的に解決すること』の実行に関す
る業務要綱」の通知を発行したが、その実効性は不透明であ
る。足元では、2022年6月「中華人民共和国民事強制執行法
(草案)」意見募集を行っている。

情報公開
国家知識産権局の審決や知的財産事件の人民法院の判決

の公開の促進、および公開促進に向けた当局の努力は評価
できるものである。しかしながら、中間判決が未公開であった
り、商標局による審決は未だ十分に公開されていなかったり
など、国家知識産権局の審決や人民法院が公開した判決書の
みでは内容把握が難しい場合や公開に時間を要する場合が

ある。最高人民法院は、2013年11月に「人民法院のインター
ネット上での裁判文書の公開に関する規定」を公布し、裁判文
書の公開を進めているが、予見可能性を高めて公平性を担保
するためにも、各案件についてさらに迅速かつ適切な範囲で
利便性の高い公開がなされることが必要である。

ライセンス技術の保証期間等
技術輸出入管理条例では、ライセンサーに対して技術の完

全性や有効性等の保証義務を課しているが、その期間・範囲
については明確に定義されておらず、永久に広範囲の保証義
務が課せられているとも解釈し得る。これは、外国企業が中国
企業に技術をライセンスする場合の障害となり、中国政府が目
指す技術取引の進展に影響を及ぼすものである。

懲罰的賠償
2021年6月1日施行「専利法」第71条や2021年6月1日施

行「著作権法」第54条等では、知的財産権の侵害に対して
懲罰的賠償制度を確立し、知的財産権に対する保護が強化
された。これを受け、「北京市高級人民法院による知的財
産権侵害民事案件に適用される懲罰的賠償の適用ガイドラ
イン（2022）」、「山東省高級人民法院による知的財産権
侵害民事案件に適用される懲罰的賠償の裁判ガイドライン
（2022）」が発行され、懲罰的賠償の判断基準などがより明
確になった。しかしながら、専利権や著作権においては懲罰的
賠償が適用された具体的事例が十分ではなく、依然としてどの
ような状況がどのように判断されるのかが合理的に予測し難
い状況となっている。

＜建議＞
1. 知的財産の適切な保護の促進

(1)出願権利化プロセス・保護期間の合理化・適正化
① 意匠制度の見直し（建議先：国家知識産権局）
　意匠について、審査主義（実体審査制度）を導入
していただくよう要望する。また、遅延審査につい
て現状よりも柔軟な遅延期間の設定を可能とし、
遅延期間中の期間延長、および、期間短縮、遅延
停止が可能とすること、または、柔軟な公表時期を
設定可能な秘密意匠制度を導入することを要望す
る。また、存続期間を他国と同等まで引き上げるこ
と、自己開示による新規性喪失の例外適用も導入
いただくよう要望する。

② 適切な商標審査（建議先：国家知識産権局）
　外国で著名な商標の第三者による出願を排除す
るため、当該商標の外国における馳名（著名）性、
商標標識の顕著性、地域ブランドを考慮した審査
を行うとともに、異なる商品役務区分の馳名商標
も考慮した類否判断を行っていただくよう要望す
る。併せて、当該審査について拒絶条文や基準の
統一化を図るため、今後の商標法改正や、商標審
査審理指南等への追加を要望する。さらに、馳名
商標の認定審査および法院審理においては、現在
のビジネス形態に鑑み、中国国内でのホームペー
ジ閲覧数やインターネット販売数、中国業界団体
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との交流実績等の資料を出願人が提出した場合
であっても、審査と審理の対象としていただくよう
要望する。また、著名な漫画やアニメのタイトルと
いった他人の先行権利や未登録の馳名（著名）商
標等を適切に保護するため、商標審査審理指南を
改正し、商標法第13条、第15条および第32条を実
体審査の対象としていただくよう要望する。

③ 商標審査における情報提供制度の導入（建議先：
国家知識産権局）

　権利の安定性を高めることは、権利者自身にとっ
ても有益であることから、商標法等において、第三
者による情報提供制度を導入していただくよう要
望する。

④ 商標審査の延期（建議先：国家知識産権局）
　先行商標がその存否に関する手続（異議申し立
て、無効審判等）に係属している場合には、それを
引用商標とする後願商標出願の審査を延期してい
ただくことを要望する。

⑤ 専利権の冒認出願への対策（建議先：国家知識産
権局）

　他人の発明創造を第三者が不正に出願する冒認
出願について、専利法には直接の排除規定がな
く、専利実施細則に専利権等の帰属について各地
域の知財業務を管理する部門が調停を行うことが
できるとの規定があるのみである。専利権の帰属
については当事者間のみならず、社会的な影響を
及ぼす虞もあるため、統一的な判断や、真の権利
者からの移転請求権の明確化を要望する。

⑥ 特許審査の迅速化・的確化（建議先：国家知識産
権局）

　優先審査制度において、外国企業が実質的に不利
に扱われないよう基準の明確化や公平な取り扱い
を要望する。特に、2017年8月1日付施行の「専利
優先審査管理弁法」第八条第一項および第二項
では優先審査請求書に対して国務院関係部門ま
たは省級知識産権局の推薦意見記入が要求され
ているが、このような要件を削除いただくか、推薦
基準を明確化いただくことを要望する。また、本弁
法第三条（五）では「中国に初出願し外国出願す
るもの」が優先審査の条件に挙げられているが、
この条件を緩和し、中国初出願でなくても外国関
連出願が存在すれば優先審査の対象としていた
だくことを要望する。また、日中特許審査ハイウェ
イ（日中PPH）については、速やかな正式合意を行
うとともに、出願公開前の受理等の条件緩和をし
ていただくことを要望する。

⑦ 専利出願集中審査についての条件明確化と条件
緩和（建議先：国家知識産権局）

　専利出願集中審査について、2019年9月3日に発
表された「専利出願集中審査管理弁法（試行）」
第3条の集中審査請求の条件として、（二）国家重
点優位産業に係り、または国の利益、公共の利益
に対して重大な意義を有することが要求されてい
るが、具体的な基準の明確化を要望する。また、
（三）1回の集中審査出願件数が50件を下回ら
ず、かつ実体審査請求の効力が発生してからの期

間の幅が1年を超えていないことが要求されてい
るが、集中審査出願件数が50件の条件を緩和い
ただくことを要望する。

⑧ 特許請求の範囲や明細書の記載要件および補正
制限の緩和（建議先：国家知識産権局）

　サポート要件等の特許請求の範囲や明細書の記
載要件を諸外国のレベルに緩和していただくとと
もに、特許請求の範囲については、減縮を目的とし
たものであれば、明細書および図面に記載の範囲
内での柔軟な補正や訂正を認めていただくことを
要望する。

⑨ PCT出願の適切な国際調査・国際予備審（建議
先：国家知識産権局）

　PCT出願の国際調査・国際予備審査を、出願人が
各国への国内移行の根拠とできる信頼性の高いも
のとすることを要望する。

2. 知的財産にかかわる公正な競争環境の実現

(1) 模倣行為抑制に向けた諸施策
 再犯防止（建議先：国家市場監督管理総局、海関

総署、公安部）
　国務院の機構改革を契機として、再犯に該当する
行為の統一化を図り、中央および地方を含む市場
監督管理局、海関、公安機関による摘発の処罰情
報の共有化を要望する。また、再犯行為（同一また
は異なる権利者に対する複数回の知的財産権侵
害行為を含む）に対する厳罰化の法運用を引き続
き適切に進めていただくとともに、適時、権利者に
再犯か否かの情報を共有いただくよう要望する。
海関は侵害認定をした場合、当該侵害品の通関情
報の収発貨人に記載された依頼者に関する情報
(住所等)を輸送業者から取得し、処理結果を権利
者に通知する際、当該依頼人に関する情報を権利
者に開示することができる法整備を要望する。

(2) インターネットを介した模倣品販売の対応
① 知的財産保護プログラムの整備強化（建議先：国

家市場監督管理総局、国家知識産権局、工業・情
報化部）

　電子商取引法の改正により電子商取引（EC）サイ
ト運営者による知的財産保護プログラムの整備が
さらに強化され、模倣品販売サイトや他人の登録
商標を不正に使用したサイトの迅速な削除、模倣
品業者による偽造注文抑制の仕組みづくり、権利
者がサンプル購入・真贋鑑定を行いECサイトに申
請等した場合にサンプル購入をした模倣品販売業
者の販売データを権利者に開示できる仕組みづく
り、再犯抑制の仕組み作りおよびその運用がどの
サイトにおいても均一になされるよう関係部門の
指導が強化されることを期待する。また、改正電子
商取引法の実効性をさらに高いものとするために
も、同法細則の策定および公布を要望する。

② 模倣品の海外流出への対応（建議先：海関総署）
　海関から権利者へ「確認知識産権侵害状況通知
書」が通知される際、真贋鑑定を円滑に行えるよう
に海関が保有する被疑製品の写真等の情報を権利
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者と電子的に共有する等、海関と権利者間の情報
共有が容易になる施策の検討・実施を要望する。

(3) 知的財産の流通（建議先：商務部、科学技術部）
　技術輸出入管理条例で定める制限技術リスト（例え
ば、信号処理技術やドローン技術）について、引き続
き、より具体化・明確化いただくよう要望する。

3. 知的財産にかかわる紛争処理の公平化・合理化

(1) 専利権侵害に対する行政権限の適正化（建議
先：国家市場監督管理総局、国家知識産権局）

　専利権の有効性や侵害性について、当事者間に争
いがある場合、行政機関は職権等に基づいて決
定・執行を行うことは避け、法院との連携を取って
司法判断に基づいて慎重に対応していただくよう
要望する。

(2) 知的財産権の濫用となる場合の基準明確化（建
議先：国家知識産権局、国家市場監督管理総局）

　専利権の正当な行使が、専利権の濫用により公共
の利益または他人の合法的な権益を害すると、安
易に判断されることがないよう、専利権濫用の判
断基準および適用範囲の明確化と予見可能性の
高い運用を要望する。

(3) 司法機関・行政機関の期日・期限設定における
配慮（建議先：最高人民法院、国家市場監督管
理総局、国家知識産権局）

　知的財産紛争において、地理的・言語的不平等を
解消するため、当事者の一方が外国企業・在外者
の場合、司法機関・行政機関は相当な余裕を持っ
て期日・期限の連絡を行うこと（例えば最低半月
～1カ月前に当事者に連絡して調整）、または、当
事者の申し立てにより期日・期限を調整可能とす
ることを要望する。

(4) 知的財産訴訟における技術調査官制度の拡充
（建議先：最高人民法院）

　技術的に高度な理解が要請される知的財産訴訟案
件（専利有効性判断、専利侵害判断）においては、
原則として技術調査官を関与させることを要望す
る。この場合、技術調査官の選定過程に当事者が
関与できるようにし、当事者双方による裁判官お
よび技術調査官に対する技術説明の機会を設ける
と共に、技術調査官の見解を双方当事者に開示し
て、双方当事者に意見の機会を与える（技術調査
意見の客観性と中立性を担保）ことを要望する。

(5) 実用新案権および意匠権行使時の注意義務化
（建議先：国家知識産権局）

　意匠制度については、上記のとおり審査主義の導
入を建議するが、直ちに導入することが難しい場
合、実用新案と合わせ、実用新案権および意匠権
行使時の評価報告書提出の義務付けを要望する。
それが難しい場合も、第三者による評価報告書請
求を可能にする等、実用新案権および意匠権共に
権利行使に一定の法的および行政的制限を課して
いただくよう要望する。

(6) 先使用権制度運用の適切化（建議先：国家知識
産権局）

　先使用権の範囲（先使用権として実施が許容され
る対象範囲、実施範囲）を拡大していただくよう
要望する。すなわち、発明としての同一性や事業目
的の同一性を失わない範囲内での実施形式・実施
態様の変更を認めていただくよう要望する。

(7) 判決の執行強化（建議先：最高人民法院）
　強制執行権の拡大、強制執行不可能時の社会的
制裁の強化等により、判決による確定事項を確
実に執行する仕組みを作っていただくよう要望
する。

(8) 情報公開の促進（建議先：国家知識産権局、最
高人民法院）

　国家知識産権局・商標局の審決および人民法院
の判決を終局判決の確定を待つことなく即時に
公開していただくと共に、これら資料の電子版を
各当局・人民法院のホームページ等から閲覧・取
得できるようアクセス性を考慮した仕組みの整備
を要望する。また、営業秘密情報を除き、誰でも
審査資料、裁判資料の全部資料の閲覧を可能と
する制度を設けていただくよう要望する。さらに、
重要な情報（全部もしくは要部）については英語
などの他の言語での情報提供も検討いただくこと
を要望する。

(9) ライセンス技術の保証期間等（建議先：国家市
場監督管理総局、商務部）

　外商投資法第22条では、技術提携の条件は各投
資当事者が公平原則に従い協議して確定するとあ
る。技術輸出入管理条例におけるライセンス技術
の保証期間・範囲等も、公平原則のもと、当事者
間の協議により決定できることを明確にしていた
だくよう要望する。

(10) 懲罰的賠償（建議先：国家知識産権局、国家  
   版権局、最高人民法院）

　2021年6月1日施行「専利法」第71条や2021年6月
1日施行「著作権法」第54条等では、故意に専利
権や著作権等を侵害し、情状が深刻である場合、
法定の方法で確定した金額の1倍以上5倍以下で
賠償金額を確定することができるとある。このよう
に懲罰的賠償による賠償金額の変動範囲は大き
く、訴訟結果に大きく影響を与える規定となってい
る。訴訟結果の予見性の確保などの観点から、特
に専利法や著作権法に基づいて懲罰的賠償が適
用された典型案例の公表によって、倍率適用の根
拠や基準を具体的に、かつ、明確にしていただくこ
とを要望する。


